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組換えＤＮＡ技術応用飼料の安全性に関する確認

を受けた飼料について（公表）

飼料及び飼料添加物の成分規格等に関する省令

（昭和51年農林省令第35号）別表第１の１の\の

シの規定に基づき組換えＤＮＡ技術応用飼料の安

全性に関する確認を行ったので、組換えＤＮＡ技

術応用飼料及び飼料添加物の安全性に関する確認

の手続（平成14年11月26日農林水産省告示第1780

号）第４条の規定に基づき公表する。

平成 25年７月 31日

農林水産大臣 林 芳正

指 定 流 通 機 構 の 登 録 業 務 の 休 止 に つ い て

宅 地 建 物 取 引 業 法 （ 昭 和 二 十 七 年 法 律 第 百 七 十

六 号 ） 第 五 十 条 の 十 三 第 一 項 の 規 定 に 基 づ き 指 定

流 通 機 構 か ら 登 録 業 務 の 休 止 の 届 出 が あ っ た の

で 、 同 条 第 二 項 の 規 定 に よ り 次 の と お り 公 示 す る 。

平 成 二 十 五 年 七 月 三 十 一 日

国 土 交 通 大 臣 太 田 昭 宏

一 休 止 し よ う と す る 指 定 流 通 機 構 の 名 称 公 益

財 団 法 人 東 日 本 不 動 産 流 通 機 構

二 休 止 し よ う と す る 登 録 業 務 の 範 囲 宅 地 建 物

取 引 業 法 第 五 十 条 の 三 第 一 項 第 一 号 及 び 第 二 号

に 掲 げ る 業 務 の 全 部

三 休 止 し よ う と す る 年 月 日 及 び そ の 期 間 平 成

二 十 五 年 八 月 十 三 日 か ら 平 成 二 十 五 年 八 月 十 四

日 ま で の 二 日 間

四 休 止 の 理 由 不 動 産 流 通 標 準 情 報 シ ス テ ム の

サ ー バ ー 容 量 拡 張 作 業 の た め

宅 地 建 物 取 引 業 法 （ 昭 和 二 十 七 年 法 律 第 百 七 十

六 号 ） 第 五 十 条 の 十 三 第 一 項 の 規 定 に 基 づ き 指 定

流 通 機 構 か ら 登 録 業 務 の 休 止 の 届 出 が あ っ た の

で 、 同 条 第 二 項 の 規 定 に よ り 次 の と お り 公 示 す る 。

平 成 二 十 五 年 七 月 三 十 一 日

国 土 交 通 大 臣 太 田 昭 宏

一 休 止 し よ う と す る 指 定 流 通 機 構 の 名 称 公 益

社 団 法 人 中 部 圏 不 動 産 流 通 機 構

二 休 止 し よ う と す る 登 録 業 務 の 範 囲 宅 地 建 物

取 引 業 法 第 五 十 条 の 三 第 一 項 第 一 号 及 び 第 二 号

に 掲 げ る 業 務 の 全 部

三 休 止 し よ う と す る 年 月 日 及 び そ の 期 間 平 成

二 十 五 年 八 月 十 三 日 か ら 平 成 二 十 五 年 八 月 十 四

日 ま で の 二 日 間

四 休 止 の 理 由 不 動 産 流 通 標 準 情 報 シ ス テ ム の

サ ー バ ー 容 量 拡 張 作 業 の た め

東北地方整備局公示
電線共同溝の整備等に関する特別措置法（平成
７年法律第39号）第３条第１項の規定に基づき電
線共同溝を整備すべき道路に指定したので、同条
第４項の規定に基づき次のとおり公示する。
平成 25年７月 31日

東北地方整備局長 徳山日出男
道路の種類 路線名 区 間
一般国道 ４号 岩手県岩手郡滝沢村滝沢字

巣子1477番２から同村滝沢
字巣子1556番12までの下り
線

中部地方整備局公示
河川区域の変更により廃川敷地等が生じたの

で、河川法施行令（昭和40年政令第14号）第49条
の規定により、次のとおり公示する。
その関係図面は、中部地方整備局及び同局浜松
河川国道事務所に備え置いて、縦覧に供する。
平成 25年７月 31日

中部地方整備局長 梅山 和成
１ 河川の名称 菊川水系菊川
２ 廃川敷地等が生じた年月日 平成25年７月31

日
３ 廃川敷地等の位置 静岡県掛川市国安字溝回
910番の９
４ 廃川敷地等の種類及び数量 土地 902•98平
方メートル
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